
町田市市民センター等の未来ビジョン　2023年度の取り組み 【資料３】

2022
年度

2023
年度

2024
年度

2025
年度

2026
年度

② マイナン
バーカード
申請の支援
「継続」

マイナン
バーカード
取得率

100%
（2023年度）

96.1%※3

（2024年度）

コンビニ交
付利用率

32%
（2026年度）

44％※1

（2026年度）

南町田駅前
連絡所の窓
口業務（機
能）の見直
し

実施
（2022年度）

市民満足度
90%

（2026年度）

地域市民相
談体制の拡
充

実施
（2026年度）

① 施設ごと
の機能等の
見直し「拡
充」

魅力向上事
業（イベン
ト等）の実
施

実施
（2026年度）

・ 2022年度に鶴川市民センターで実施した「市民センター等の魅力向上イベント（実証実験）」を
参考に、他のセンターでの実施を検討します.

② インター
ネット環境
の充実「拡
充」

Wi-Fi設置施
設数

13施設
（2026年度）

・ 市民部内のプロジェクトチームにおいて、具体的な取り組みを検討・実施します。

（3）
市民セン
ター等の
機能等の
見直し

（2）
手続きの
ための窓
口から相
談窓口へ
の転換

施
策
の
柱

指
標

現
状

目
標

1
　
サ
ー

ビ
ス
・
利
便
性

市
民
満
足
度

84.5
%
（20
20
年
度）

90%
（20
26
年
度）

・施設使用料券売機更改時のキャッシュレス決済導入に向け、検討を行います。

・ LINEによるオンライン申請種類の拡充を行います。
・ 南町田駅前連絡所以外の連絡所機能の見直しに向けて検討します。

※1【最終目標値の修正】
・現在の交付状況を踏まえて、最終目標値を修正しました。

※1【マイナンバーカードセンターの運営の延長】
・当初は2022年度末までとしていたマイナンバーカードセンターの運営を2年延長し、2024年度末ま
でに変更しました。

※2【マイナンバーカード申請支援等の状況】
・当初は2022年度末までとしていたマイナンバーカードセンターの運営に合わせて2年延長し、2024
年度末までに変更しました。

※3【最終目標値の修正】
・2024年秋のマイナンバーカードと健康保険証の一体化によりマイナンバーカード取得者の増加が見
込まれることから、マイナンバーカードセンターの運営を2024年度末まで延長したため、2024年度末
までの目標に変更しました。
・また、現在の交付状況を踏まえて、最終目標値を修正しました。

・ 市民部内のプロジェクトチームにおいて、具体的な取り組みを検討・実施します。
・ 新たに2箇所の地域市民相談室を開設します。

② 行政窓口
での相談・
支援「継
続」

・ マイナンバーカードセンターの運営を引き続き行います。（2024年度末まで）※1

・ 出前申請受付等、マイナンバーカードの申請支援を引き続き行います。※2

・ 行政証明書自動交付機による交付手数料を減額する措置を継続します。（2024年度末まで）

2023年度取組内容

工程

施策

マイナン
バーカード
取得率

① マイナン
バーカード
の普及促進
「継続」

100%
（2023年度）

96.1%※3

（2024年度）

① 証明書発
行機能の見
直し「新
規」

指標
最終

目標値

（1）
行政手続
きのデジ
タル化の
推進

③ キャッ
シュレス決
済の導入
「拡充」

キャッシュ
レス決済導
入

施策の
方向性

施設使用料の
キャッシュレス決

済導入
（2026年度）

備考

マイナ

ンバー

カード

セン

ター運

営※2

出前申請受付

等、多様な申

請機会確保

関係機関と連

携した啓発・

広報

写真撮影サー

ビスや申請書

作成補助等の

申請支援※3

住民票等の各種証明書に係るキャッシュレス

決済の継続実施

施設

使用

料へ

の導

入検

討

券売機更改に伴い実施

コンビニ交付の普及促進について継続的な実

施

南町田

駅前連

絡所の

閉所

順次、各連絡所等の機能等の見

直しの検討

各施設にて順次実施

相談体

制充実

に向け

た検討

魅力向上事業の

実施・効果検証

順次、他の市民センター

等でイベントの実施

インターネッ

ト環境の整備

に向けた検討

モデル事業の実施及び効

果検証

アンケートの実施

デジタル技術を

活用したモデル

事業の検討

モデル

事業の

実施

各施設にて順

次実施

市民ワークショップの開催

1
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2022
年度

2023
年度

2024
年度

2025
年度

2026
年度

施
策
の
柱

指
標

現
状

目
標

2023年度取組内容

工程

施策 指標
最終

目標値
施策の
方向性

備考

市民ワーク
ショップ開
催

実施
（2026年度）

魅力向上事
業（イベン
ト等）の実
施

実施
（2026年度）

施設利用率
70.0％

（2026年度

施設利用
ルールの見
直し

実施
（2026年度）

・ 18歳以上からとしていた施設利用に関する年齢要件を見直します。

（2）
利用団体
等が実施
するイベ
ントの支
援

① 地域セン
ター祭り支
援「継続」

地域セン
ター祭り支
援

実施
（2026年度）

・ 市民部内のプロジェクトチームにおいて、具体的な取り組みを検討・実施します。

（3）
<学び>の
場の提供

① スペース
シェアリン
グの導入
「拡充」

スペース
シェアリン
グ実施施設
数

13施設
（2026年度）

・ 予約なしで利用できるフリースペースを設置します。

① 地域ワー
クショップ
の開催とイ
ベント等の
実施「継
続」

（1）
多彩な
「楽し
み」を創
出

② 施設利用
ルールの見
直し「継
続」

施
設
利
用
者
数

586,
672
人
（20
19
年
度）

2
　
ソ
フ
ト
・
魅
力

745,
000
人

・ 2022年度に鶴川市民センターで実施した「市民センター等の魅力向上イベント（実証実験）」を
参考に、他のセンターでの実施を検討します。

市民ワークショップの開催

モデル事業の実

施・効果検証

施設利用ルール

の見直し

システ

ム更改

地域センター祭りへの継続的な支援の実施

モデ

ル事

業の

実

施・

効果

検証

順次、他の市民センター等で実

施

順次、他の市民センター

等でイベントの実施

2
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2022
年度

2023
年度

2024
年度

2025
年度

2026
年度

施
策
の
柱

指
標

現
状

目
標

2023年度取組内容

工程

施策 指標
最終

目標値
施策の
方向性

備考

（1）
地域のコ
ミュニ
ティづく
りの相談
や支援を
行う体制
の設備

① 相談体制
の充実「継
続」

地域市民相
談体制の拡
充

実施
（2026年度）

・ 市民部内のプロジェクトチームにおいて、具体的な取り組みを検討・実施します。
・ 新たに2箇所の地域市民相談室を開設します。

（2）
地域活動
の拠点と
しての活
動推進

① 地域ニー
ズの把握と
実施「継
続」

ワーク
ショップ等
意見聴取等
の実施

実施
（2026年度）

・ 2022年度に鶴川市民センターで実施したワークショップを参考に、他のセンターでの実施を検討
します。

（3）
地域活動
の支援

① 地域活動
の案内・
マッチング
「継続」

地域活動の
案内・マッ
チング

実施
（2026年度）

・ 新たに市民部内のプロジェクトチームにおいて、具体的な取り組みを検討・実施します。
・ 2箇所の地域市民相談室を開設します。

3
　
地
域
・
コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ

地
域
団
体
の
施
設
利
用
件
数

36,5
37
件
（20
19
年
度）

46,0
00
件

相談体

制充実

に向け

た検討

各施設にて順次実施

ワークショップ等の実施と市民センターで取

組を順次実施

地域活動の案内・マッチングの実施

3
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2022
年度

2023
年度

2024
年度

2025
年度

2026
年度

施
策
の
柱

指
標

現
状

目
標

2023年度取組内容

工程

施策 指標
最終

目標値
施策の
方向性

備考

（1）
管理運営
手法の見
直し

① 民間の団
体や事業者
による市民
センター等
の管理運営
の導入「新
規」

市民セン
ター等への
指定管理者
制度等の導

入※1

11施設※2

（2026年度）

・市民センター等の管理運営手法について、引き続き検討します。 ※1【管理運営手法の見直しについて】
・2024年度まで新たな管理運営手法について検討し、2025年度以降に導入を予定しています。

※2【最終目標値について】
・2026年度までに11施設へ導入し、2027年度に2施設導入することで全13施設への導入を目標として
います。

① 地域と連
携した情報
発信「継
続」

地域と連携
した情報発
信

実施
（2026年度）

・ 新たに市民部内のプロジェクトチームにおいて、関係部署と連携し、具体的な取り組みを検討・
実施します。

② 多様な
ツールを活
用した情報
発信「継
続」

多様なツー
ルを活用し
た情報発信

実施
（2026年度）

・施設の使用方法や用途等を積極的に周知するため、近隣学校等を対象に、施設情報やイベントに関
するチラシ・リーフレットを配付するとともに、引き続きSNS等のデジタルツールの活用について検
討を行います。

（3）
他の公共
施設・民
間施設の
活用

① 学校施設
等の有効活
用（複合
化・多機能
化）「新
規」

学校施設等
の有効活用

検討
（2026年度）

・ 貸し会議室・ホール等の貸出施設の施設再編に向けて、庁内関係部署と協議します。

4
　
コ
ス
ト

・
民
間
協
働

民
間
協
働
に
よ
り
管

理
運
営
す
る
施
設
数

0施
設
（20
20
年
度）

11
施
設 （2）

情報発信
の強化

新たな管理運

営手法の検討

民間の

団体や

事業者

による

管理運

営6施

設導入

民間の

団体や

事業者

による

管理運

営2施

設導入

新た

な広

告モ

デル

事業

の検

討

実

施・

効果

検証

順次、他の市民セン

ター等で実施

モデ

ル事

業の

実

施・

効果

検証

順次、体制の整備と、他の市民

センター等で取組を実施

学校施設や他公共施設・民間施設との複合化

や多機能化の検討

民間の

団体や

事業者

による

管理運

営3施

設導入

4


